耐震診断の結果の公表内容の更新報告書
年　　月　　日
所管行政庁　殿
	　
	報告者の住所又は主たる事務所の所在地
報告者の氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名
	　　　　


　建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「法」という｡）第９条（附則第３条第３項において準用する場合を含む｡）の規定に基づく耐震診断の結果の公表内容について、下記のとおり更新したいので報告します。
　
記
　
１．建築物の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　２．更新する内容　別添のとおり
３．添付資料（更新する内容を証する資料等）
	　
	(本欄には記入しないで下さい。)

	
	受付欄
	特記欄
	整理番号欄

	
	　　年　　月　　日
	　
	　

	
	第　　　　　　　号
	
	

	
	係員名
	
	


(第一面)
１．建築物及びその敷地に関する事項（変更になる場合のみ記入する）
	［建築物の名称］　

	［地名地番］　　　

	［建築物の階数］　地上　　　階　地下　　　階
［延べ面積］　　　　　　　　㎡
［建築面積］　　　　　　　　㎡

	［構造方法］　　　　　　　造　　 一部 　　　　　造

	［階別用途別床面積］　　(用　　途)　(床　面　積)
　【階別用途別】　　５階(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　４階(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　３階(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　２階(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　１階(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　【用途別】　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)
　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)

	［危険物］
　【区分】
　【貯蔵量又は処理量】
　【外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離】


 (第二面)
２．補強設計の実施者に関する事項（補強設計を実施した場合のみ記入する）
	［氏名のフリガナ］　

	［氏　　名］　　　　

	［郵便番号］　　　　

	［住　　所］　　　　

	［電話番号］　　　　

	［建築士の場合］
　【資格】　(　　)建築士　(　　　)登録第　　　　　　号
　【勤務先】　(　　)建築士事務所　(　　　)知事登録第　　　　　　号
　　　　　　　
　【勤務先の所在地】　
　【登録資格者講習の種類】
　【講習実施機関名】　
　【証明書番号】　　　　　　第　　　　　　号
　【講習修了年月日】　　　　　　年　　月　　日

	［国土交通大臣が定める者の場合］
　【勤務先】
　【勤務先の所在地】


(注意)

① ［建築士の場合］の欄の【登録資格者講習の種類】、【講習実施機関名】、【証明書番号】及び【講習修了年月日】については、建築士が受講した登録資格者講習に係る内容を記載して下さい。
② ［国土交通大臣が定める者の場合］に該当する者は、国土交通大臣が定める者であることを証する事項を別紙に記載して添えて下さい。
(第三面)
３．補強設計の概要（補強設計を実施した場合のみ記入する）
イ．補強設計の実施年月日
	　　　　　年　　月　　日


ロ．補強設計の方法の名称
	　


ハ．補強設計の結果
	


(第四面)
二．耐震改修、建替え又は除却の予定
	［事業の内容］　　耐震改修・建替え・除却

	［着工予定時期］　　　　　　　　　年　　　月

	［完了予定時期］　　　　　　　　　年　　　月

	［その他］


(注意)

① ［事業の内容］欄は、「耐震改修」、「建替え」又は「除却」のうち該当するものを〇印で囲んで下さい。
耐震改修の結果の公表内容の更新報告書
○年○○月○○日

所管行政庁　殿
	　
	報告者の住所又は主たる事務所の所在地
報告者の氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名
	長崎県○○市○○町○－○

株式会社　□□□□□□□

代表取締役　長崎　太郎　　　


　建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「法」という｡）第９条（附則第３条第３項において準用する場合を含む｡）の規定に基づく耐震診断の結果の公表内容について、下記のとおり更新したいので報告します。
　
記

　　
１．建築物の名称　　　　○○ビル　○○棟　　　　　　　　　　　
　　２．更新する内容　別添のとおり
３．添付資料（更新する内容を証する資料等）
	　
	(本欄には記入しないで下さい。)

	
	受付欄
	特記欄
	整理番号欄

	
	　　年　　月　　日
	　
	　

	
	第　　　　　　　号
	
	

	
	係員名
	
	


(第一面)
１．建築物及びその敷地に関する事項（変更になる場合のみ記入する）
	［建築物の名称］　○○ビル　○○棟

	［地名地番］　　　長崎市○○町○－○

	［建築物の階数］　地上　　５階　地下　　　階
［延べ面積］　　　７，５００㎡
［建築面積］　　　２，０００㎡

	［構造方法］　鉄筋コンクリート造　　 一部 　　　　　造

	［階別用途別床面積］　　(用　　途)　(床　面　積)

　【階別用途別】　　５階(　事務所　　)　(　１，０００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)

　　　　　　　　　　４階(　物販店舗　)　(　１，０００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　飲食店　　)　(　　　５００　㎡)

　　　　　　　　　　３階(　物販店舗　)　(　１，０００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　飲食店　　)　(　　　５００　㎡)

　　　　　　　　　　２階(　物販店舗　)　(　１，５００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)

　　　　　　　　　　１階(　物販店舗　)　(　２，０００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　　　　　　)　(　　　　　　　㎡)

　【用途別】　　　　　　(　事務所　　)　(　１，０００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　物販店舗　)　(　５，５００　㎡)

　　　　　　　　　　　　(　飲食店　　)　(　１，０００　㎡)

	［危険物］
　【区分】
　【貯蔵量又は処理量】
　【外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離】


 (第二面)
２．補強設計の実施者に関する事項（補強設計を実施した場合のみ記入する）
	［氏名のフリガナ］　ナガサキ　タロウ

	［氏　　名］　　　　長崎　　太郎

	［郵便番号］　　　　８５０－８６８５

	［住　　所］　　　　長崎県長崎市桜町２－２２

	［電話番号］　　　　０９５－８２２－○○○○

	［建築士の場合］
　【資格】　(１級)建築士　(大臣)登録第○○○○○○号
　【勤務先】　(１級)建築士事務所　(長崎県)知事登録第○○○○○○号
　　　　　　　株式会社長崎太郎一級建築士事務所

　【勤務先の所在地】　長崎県長崎市桜町２－２２
　【登録資格者講習の種類】
既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・耐震改修設計指針講習会

　【講習実施機関名】　一般財団法人　日本建築防災協会

　【証明書番号】　　　　　　第○○○○○○号
　【講習修了年月日】　　　　元号○年○○月○○日

	［国土交通大臣が定める者の場合］
　【勤務先】
　【勤務先の所在地】


(注意)

① ［建築士の場合］の欄の【登録資格者講習の種類】、【講習実施機関名】、【証明書番号】及び【講習修了年月日】については、建築士が受講した登録資格者講習に係る内容を記載して下さい。
② ［国土交通大臣が定める者の場合］に該当する者は、国土交通大臣が定める者であることを証する事項を別紙に記載して添えて下さい。

(第三面)
３．補強設計の概要（補強設計を実施した場合のみ記入する）
イ．補強設計の実施年月日
	　〇年〇月〇日


ロ．補強設計の方法の名称
	　一般財団法人日本建築防災協会による「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」に定める「第２次診断法」（2001年版）

構造耐震指標等と耐震性能判定基準：Is/Iso≧1.0かつCTU・SD≧0.3・Z・G・U

· 耐震診断準拠規準、診断次数、各耐震診断方法に対応した構造耐震指標（Is/Iso、CTU・SD等）と耐震性能の有無を判定する基準を記載してください。

· 耐震診断の方法は、国で定められております。国土交通省の技術的助言（平成26年11月7日付け国住指第2850号別添認定書第2847号）をご確認ください。
· 耐震性能の判定基準は、診断方法により異なります。各診断方法に対応した構造耐震指標とその判定基準については、国土交通省の技術的助言（平成26年2月10日付け国住指第3844号）をご確認ください。


ハ．補強設計の結果
	○補強設計の結果を示す指標

構造耐震指標等は、1.0≦Is/Iso かつ 0.3・Z・G・U≦CTU・SD である。

構造耐震判定指標 Isoは0.48（Iso=0.6×0.8×1.0×1.0=0.48）とする。

累積強度指標CTU・SDの目標値は、0.24（0.3・Z・G・U=0.3×0.8×1.0×1.0=0.24）とする。

使用する電算プログラムは「○○○／RC耐震診断2001」（○○○株式会社）を用いて行う。
· 耐震診断の結果を表す指標は診断方法により異なります。国土交通省の技術的助言（平成26年2月10日付け国住指第3844号）をご確認ください。
· 耐震改修を行った場合は、改修後の結果が公表されます。診断結果に続いて、改修工事の概要（改修後の耐震性を表す指標）を以下のようにご記入ください。

耐震診断の結果を受け、元号○年○月に耐震補強工事を行った。

改修計画は１～４階のＸ方向及び１階のＹ方向に新設・増打壁を設置し、３、４階の一部の壁付柱にスリットを設けた。

補強後の診断結果を以下に示す。

方向

階

Ｅ0
SD
Ｔ

CTU・SD
Is

Is/Iso

判定

Ｘ方向

５

0.992

0.855

0.950

1.39

0.80

1.67

ＯＫ

４

0.725

0.950

0.69

0.65

1.36

ＯＫ

３

0.628

0.950

0.50

0.56

1.18

ＯＫ

２

0.591

0.950

0.47

0.53

1.11

ＯＫ

１

0.570

0.950

0.45

0.51

1.07

ＯＫ

Ｙ方向

５

1.378

0.950

0.950

1.40

1.24

2.59

ＯＫ

４

0.885

0.950

0.84

0.79

1.66

ＯＫ

３

0.781

0.950

0.74

0.70

1.46

ＯＫ

２

0.771

0.950

0.73

0.69

1.44

ＯＫ

１

0.734

0.950

0.70

0.56

1.38

ＯＫ




(第四面)
二．耐震改修、建替え又は除却の予定
	［事業の内容］　　耐震改修・建替え・除却

	［着工予定時期］　　　　　元号〇年　　〇月

	［完了予定時期］　　　　　元号〇年　　〇月

	［その他］


(注意)

① ［事業の内容］欄は、「耐震改修」、「建替え」又は「除却」のうち該当するものを〇印で囲んで下さい。

【その他留意事項】

· １棟の建築物で、構造上独立した部分が複数ある場合や１フロアをゾーニングして耐震設計をした場合は、それぞれの部分ごとの概要が分かるように記載してください。

· 異なる構造部分があるなどで、１棟の建築物で異なる診断方法を採用した場合についても、それぞれの部分ごとの概要が分かるように記載してください。

· 構造耐震指標等の算定で建物の用途等に応じた補正係数（例：用途係数Ｕ）を1.0以外として耐震診断を行った場合で、1.0とした際の Is/Isoを公表することを希望される場合は、その場合の結果も記載してください。

【添付図書】

報告書には、以下の書類等を添付してください。

· 耐震判定委員会の判定書※１の写し

· 付近見取図、配置図、各階平面図

· 床面積求積図（変更になる場合のみ添付する）
· その他市長が必要と認める書類
（耐震判定委員会判定時の「耐震診断等概要表」「耐震診断方針」の写し）
※１「既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会」に登録する耐震判定委員会が耐震診断・改修設計の結果を証する書類（例：長崎県建築士事務所協会における建築物耐震診断判定委員会が発行する判定書）
別添





記載例





別添





法改正後（平成25年11月25日以後）の補強設計（耐震診断）になりますので、大臣が定める講習を受講した者又は大臣が定める者が行う必要があります。


大臣が定める講習


①法改正後の講習：耐震改修促進法施行規則第5条第1項1号の登録資格者講習


②法改正前の同等講習：国土交通省の技術的助言（平成26年7月14日付け国住指第960号別添認定書第959号）をご確認ください。











